
※一時保育、病児病後児保育事業の制度の御案内は別紙をご覧ください。 

１ 一時保育、病児・病後児保育の利用料金の減免の実施 

（平成 31 年 4 月から） 

ひとり親家庭に向けた新たな支援施策について

２ 小・中学生を対象とした学習支援の実施（平成 31 年度から）

児童扶養手当受給世帯が一時保育及び病児・病後児保育を利用した場合の利

用料金について、市民税非課税世帯に準じた利用料金体系に変更します。

 〔一時保育〕利用料金を免除

 〔病児・病後児保育〕利用料金を 2,900円から 1,000円に減免

被保護世帯（生活保護受給世帯）の中学生を対象に実施している

「学習支援・居場所づくり事業」と連携し、ひとり親家庭の小学生

（５～６年生）及び中学生を対象とした学習支援を開始します。

【学習支援の概要】 

〔対象者〕 

 ひとり親家庭の小学生（５～６年生）及び中学生 

〔実施時間〕 

 ・小学生 ： 午後５時 ～ 午後６時 

 ・中学生 ： 午後６時３０分 ～ 午後８時３０分 

※各実施場所において、変動する場合があります。

〔利用回数〕 

 週１～２回 

〔学習形式〕 

 授業形式ではありません。１人の学習サポーター（大学生等）が 

２人程度の児童・生徒を教えます。 

〔費用〕 

 無料 

〔その他〕 

 その他、具体的な申込方法、開所日、実施場所等につきましては、 

平成３１年３月上旬のお知らせの際に、御案内いたします。 

新たに始まるひとり親家庭支援施策について、個別相談会を実施します。（市内３か所、同時開催。詳細は 3月上旬にお知らせします。） 

① 平成３１年３月１５日（金）１８時～２０時（予定）  ② 平成３１年３月１７日（日）９時～１６時（予定） 

（場所）川崎市役所第３庁舎、多摩区役所、川崎市母子・父子福祉センターサン・ライヴ（中原区今井上町 1－34和田ビル 2Ｆ） 



３ 通勤交通費助成・高校生等通学交通費助成制度の創設 

（平成 31 年 4 月から） 

４ ひとり親家庭等医療費助成の所得制限の緩和 

（平成 32 年 1 月から） 

市バス特別乗車証交付事業については、平成３１年３月をもって終了します。

平成３１年４月からは、次のとおり対象者を限定した上で、市バスに限らず公共

交通機関を利用した交通費を助成する事業を開始します。

◆「通勤交通費助成制度」

ひとり親の就労による自立に向けて、児童扶養手当を受給する親のうち通勤

手当が支給されない方に対して、市バスに限らず、鉄道等を含めた公共交通機

関を利用する通勤交通費の実費負担について助成します。

（上限 ８，０００円／月）

◆「高校生等通学交通費助成制度」

子どもの将来の自立に向けた取組について重点化を図るため、児童扶養手当

受給世帯の高校生等を対象として、市バスに限らず、鉄道等を含めた公共交通

機関を利用する通学定期券相当額について助成します。（当面は上限を設定し

ません。）

自立に向け取り組むひとり親家庭が、安定した生活を営んでいくため

には、生活基盤を支え、健康面での安心の確保につながる取組が重要で

あり、自立に向け取り組む意欲を支えるため、親と子の医療費助成制度

であるひとり親家庭等医療費助成の所得制限を緩和します。 

  〔親 1人子ども 1人の場合の所得制限に係る収入の目安〕 

365 万円から 420 万円に緩和 


